
　　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　①基本財産として保有する債券のうち満期日の定めがある債券は、仕組債の早期償還以外は満期日まで売却を予定して

　　　　　いない債券であるため満期保有目的の債券として取得価額によって評価した。

　　　　②基本財産として保有する債券のうち満期日の定めのない債券は、満期保有目的以外の債券として証券会社からの

　　　　　時価評価情報に基づき時価にて評価した。

　　　　②特定資産として運用する債券は、当該特定資産の使用目的が生じた場合は売却が予想される債券であるため、

　　　　　満期保有目的以外の債券として証券会社からの時価評価情報に基づき時価にて評価した。

　　(2)固定資産の減価償却の方法

　　　　定額法によっている。

　　(3)引当金の計上基準

　　　　役員退職慰労金引当金は、役員報酬規程に基づき期末退任の際の要支給額を計上している。

　　　　職員退職給付引当金は、期末自己都合退職の際の要支給額を計上している。

　　　　賞与引当金は、翌期に支給予定の賞与支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　　退会一時金引当金は、互助会規約に基づき互助会の会員が期末に退会した際の要支給額を計上している。

　　(4)リース取引の処理方法

　　　　少額の取引を除き、リース会計基準に基づき通常の売買取引に係る方法により行っている。

　　(5)消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産

　 基本財産引当資産　 3,997,712,478 27 3,550,987 3,994,161,518

　　　小　　　計 3,997,712,478 27 3,550,987 3,994,161,518

 特定資産

　 役員退任慰労金引当資産 4,280,000 300,443 0 4,580,443

　 退職給付引当資産 5,572,013 43,105 240,625 5,374,493

　 減価償却引当資産　 645,010,087 53,699,673 11,857,210 686,852,550

　 私学振興事業引当資産 883,484,723 73,243,301 39,872,275 916,855,749

　 小野山基金引当資産 18,030,109 4,012 500,000 17,534,121

　 私学振興事業充実準備資金 84,000,000 0 4,000,000 80,000,000

　 退会一時金引当資産 132,271,969 20,600,000 20,582,348 132,289,621

　　　小　　　計 1,772,648,901 147,890,534 77,052,458 1,843,486,977

　　　合　　　計 5,770,361,379 147,890,561 80,603,445 5,837,648,495

　　　　　　減価償却引当資産  　評価益 53,699,449円   評価損11,857,210円

　　　　　　私学振興引当資産　  評価益 73,243,301円   評価損39,872.275円 　

　　　　　　退会一時金引当資産　評価損 3,284,511円  

　　　　　　基本財産引当資産　　評価損 3,550,987円  

財務諸表に関する注記

 1. 重要な会計方針

 2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　当期増減額には、評価損益が次のとおり含まれている。



(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に

　　　からの充当額) 　　　からの充当額) 　対応する額)

 基本財産

　 基本財産引当資産　 3,994,161,518 (0) (3,994,161,518)

　　　小　　　計 3,994,161,518 (0) (3,994,161,518)

 特定資産

　 役員退任慰労金引当資産 4,580,443 (0) (0) (4,580,443)

　 退職給付引当資産 5,374,493 (0) (0) (5,374,493)

　 減価償却引当資産　 686,852,550 (0) (686,852,550)

　 私学振興事業引当資産 916,855,749 (0) (916,855,749)

　 小野山基金引当資産 17,534,121 (0) (17,534,121)

　 私学振興事業充実準備資金 80,000,000 (0) (80,000,000)

　 退会一時金引当資産 132,289,621 (0) (0) (132,289,621)

　　　小　　　計 1,843,486,977 (0) (1,701,242,420) (142,244,557)

　　　合　　　計 5,837,648,495 (0) (5,695,403,938) (142,244,557)

科　　　目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　物 1,196,151,031 393,177,070 802,973,961

建物付属設備 493,804,991 414,754,808 79,050,183

構　築　物 25,350,000 25,349,998 2

什 器 備 品 97,232,691 53,575,357 43,657,334

施設利用権 4,700,000 4,700,000 0

　　　合　　　計 1,817,238,713 891,557,233 925,681,480

科　　　目 帳 簿 価 額 時　　価 評価損益

 ユーロ円債

  CDCIXIS 200,000,000 228,532,000 28,532,000

  国際復興開発銀行 250,000,000 254,318,000 4,318,000

  欧州復興開発銀行 200,000,000 200,000,000 0

  ドイツ復興金融公庫 100,000,000 83,380,000 -16,620,000

  北欧投資銀行 100,000,000 100,360,000 360,000

  ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ地方金融公社 100,000,000 100,630,000 630,000

　ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ貯蓄銀行 200,000,000 182,940,000 -17,060,000

  国際金融公社 100,000,000 104,750,000 4,750,000

  第331回利付国債(2年) 399,980,000 400,080,000 100,000

  第108回利付国債(5年) 99,922,000 100,130,000 208,000

  第109回利付国債(5年) 99,939,000 100,130,000 191,000

  第338回利付国債(2年) 300,167,000 300,211,400 44,400

  第350回利付国債(2年) 100,195,000 100,130,000 -65,000

  第140回浪漫債(京都市債2年) 100,000,000 100,020,000 20,000

　　　合　　　計 2,350,203,000 2,355,611,400 5,408,400

 4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

 5. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

 　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

 3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　目 当期末残高


